
公立・公的医療機関の「再検証」要請の白紙撤回及び地域医療構想の 

見直しに関する意見書 

 

 ５月２５日に，新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言が解除された。これ

により，外出自粛や施設の使用制限等の緩和が行われ，経済活動が再開された。しかし，

新型コロナウイルス感染症は全国各地で再び感染が広がりつつある。専門家からも「第二

波」の可能性が指摘されており，引き続き予断を許さない。 

 感染経路が不明な感染者数が６月から７月にかけて急増し，都市部において感染症ベッ

ドが逼迫し，ＰＣＲ検査も満足に実施することもできない状態が続き，日本中のどこでパ

ンデミックが発生し，医療崩壊が起こっても不思議のない状態が続いている。 

 いまだ収束していない新型コロナウイルス感染症のたたかいの中で，私たちは，新型ウ

イルスの恐ろしさを目の当たりにし，感染を封じ込めることがいかに至難の業であるかを

経験した。同時に，先進諸国と比較して，日本の医療従事者の人数も感染症ベッドも医療

設備も脆弱であり，日本の医療は医療従事者の献身的な努力により，薄氷の上で成り立っ

ていることが明らかになった。 

 このような中で，国は昨年９月に突然発表したベッドの削減を前提とした「公立・公的

医療機関の『再検証』要請」について，未だ撤回も修正もしていない。また，その統廃合

の基礎となる地域医療構想についても推進する姿勢を崩していない。私たち国民が新型コ

ロナウイルス感染症のたたかいの中で学んだことは，「医療体制を増強させなければ，国

民のいのちを守ることができない」ということであり，医療機関の再編統合では断じてな

い。 

 よって，国においては「公立・公的医療機関の『再検証』要請の白紙撤回及び地域医療

構想の見直し」のため，次の措置を講ずるよう強く要望する。 

 

１ 公立・公的医療機関の「再検証」要請を白紙撤回すること。 

２ 地域医療構想について，住民自治の原則に基づき，自治体が主体となって地域住民

の声を反映させながら充実をはかること。 

 

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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